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Abstract 

Smoking has already been proved to cause lung cancer, cancers of the larynx and mouth, 

respiratory diseases, circulatory disease, heart attack and stroke. In addition, passive smoking is a 

major risk factor for causes of lung cancer, coronary heart disease and stroke, for a nonsmoker. 

Therefore preventive measures against smoking and passive smoking are urgently required. 

Particularly, the measures at the university which is a chance to smoke in adults are important. In this 

study, we carried out questionnaire survey about the smoking situation on students of ShenYang 

Pharmaceutical University in China. A smoking rate out of 343 students is 2.0% (male 6.7%, female 

0.4%), current smokers of male was higher than a female. A student having a current smoker to a 

family is 81.3%, the breakdown of the smoker is father (81.4%) and grandfather (56.3%), current 

smokers of male ware higher than others. A smoking rate of 2012 in China is 25.5% (male 49.0%, 

female 2.0%), but the smoking rate of the student was low. The student who received prevention 

education of smoking was 70.3%. These results seems that the smoking rate of the student is low 

because recently a lot of student receives prevention education of smoking. 

 

 

1.はじめに 

喫煙は，がん，呼吸器疾患，循環器疾患，脳血管

疾患，妊娠障害，糖尿病などを引き起こすこと，さ

らには受動喫煙により非喫煙者に対しても肺がん，

虚血性心疾患，脳卒中などを引き起こすことが知ら

れている(1)．  

日本では2003年に健康増進法が施行され，学校，

病院などの多数の者が利用する施設は受動喫煙を

防止するために必要な措置を講ずるように努めな

ければならず(2)，健康日本 21 においては成人の喫

煙率の減少，未成年者・妊娠中の喫煙防止，受動喫

煙の減少などについて2013年度から10年間の達成

目標が具体的に示されている(3)． 

しかしながら，2012 年の喫煙率は 20.7％（男性

34.1％，女性 9.0％）と年々減少傾向にはあるが，

20 代の喫煙率は男性 37.6％，女性 12.3％と年代別

では男女共に30代に次いで2番目に高値である(4)．

また，受動喫煙対策は健康増進法による努力義務は

あるが罰則はないため十分ではなく，世界保健機関

（WHO）による各国のタバコの規制状況評価(5)にお

いて 2008 年の報告以降常に最低ランクであるのが

現状である．  

中華人民共和国（中国）では，2005 年に WHO の「タ

バコの規制に関する WHO 枠組み条約」に批准して以

降，それを契機に喫煙規制や公共施設での分煙化が

進められている． 

公共の施設における喫煙規制については，2 つの

法律による規制が行われている．第一に，「中華人

民共和国煙草専売法」においては「喫煙が健康に有

害であることについての広報・教育を強化し，公共
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の場所での喫煙を禁止し，青少年に対する喫煙を防

止し，小中学生に対する喫煙を禁止する」としてい

る．第二に，「未成年者保護法」においては「小中

学校など未成年者が集中して活動する場で喫煙し

てはならない．」としている． 

このように中国では禁煙対策や受動喫煙防止対

策を行っているが，2012 年の喫煙率は 25.5％（男

性 49.0％，女性 2.0％）であり(6)，経済開発協力機

構（OECD）加盟国（35 ヶ国）のうち，中国は 2番目

に喫煙率が高い状況である． 

 

表 1 アンケート調査表（1/2） 

瀋陽薬科大学(7)は，中国（遼寧省）にあり，学生

数は学部・大学院を含め約 12000 人，薬学院，中薬

学院，製薬行程学院，生命科学与生物製薬学院，工

商管理学院，医療機器学院，社会与文体学院，継続

教育学院の 8学部からなる大学である．このうち薬

学院及び中薬学院は日本の薬学部（4 年制）に相当

し，授業科目は有機化学，天然薬物分析学，薬剤学

などの化学系科目が多く，その他は生理学，人体機

能学，薬理学などであるが疾患に関するような臨床

系の科目はない．また，敷地内は分煙となっている． 
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アンケート調査表（2/2） 

 

 

 

日本や中国のこのような喫煙実情から，禁煙対策

や受動喫煙防止対策が急務であり，特に成人期喫煙

への大きなきっかけとなる大学での対策は重要で

ある．そこで，先ず中国の大学生の喫煙実情を明ら

かにするため，瀋陽薬科大学の大学生，特に日本の

薬学部に相当する大学生に対し，タバコに関する意

識調査を行った． 

 

 

 

 

2.対象と方法 

調査は，瀋陽薬科大学薬学院及び中薬学院の学生

372 名を対象とし，2012 年 10 月～2013 年 2 月に実

施した． 

 調査方法は，無記名質問紙法とし，日本語専攻学

生は日本語で，非専攻学生は中国語で実施し，記入

後その場で回収した． 
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調査内容は，喫煙していない者を「非喫煙者」，

過去に喫煙経験があるが現在は喫煙していない者

を「元喫煙者」，現在喫煙している者を「喫煙者」

とし，性別，年齢，職業，喫煙状況，喫煙者の喫煙

状況（タバコの本数，喫煙年数，きっかけ，タバコ

の値段），家族構成，家族の喫煙状況，周囲に喫煙

者がいる場合の心情，公共施設での分煙，副流煙の

影響，タバコのストレス解消作用，喫煙と健康被害，

喫煙防止教育について実施し（表 1），性別，年齢，

喫煙状況，家族の喫煙状況，周囲に喫煙者がいる場

合の心情，公共施設での分煙，副流煙の影響，喫煙

と健康被害，喫煙防止教育の項目について分析に用

いた． 

 

3.結果 

3.1 回答者の属性 

 対象者 372 名中，有効回答数は 343 名（92.2％）

であった．回答者の属性は，性別では男性 90 名

（26.2％），女性 253 名（73.8％）であった．また，

年齢別では，10 代が男性 9 名（10.0％），女性 42

名（16.6％），20 代が男性 80 名（88.9％），女性 211

名（83.4％），30 代が男性 1 名（1.1％），女性 0名

であった（表 2）． 

 

 

表 2 回答者の性別と年齢 

 
年齢 男性 女性 

合計 

（年齢別）

18-19 歳 
9 名 

（10.0％） 

42 名 

（16.6％） 

51 名

（14.9％）

20-29 歳 
80 名 

（88.9％） 

211 名 

（83.4％） 

291 名

（84.8％）

 
30-39 歳 

1 名 

（1.1％） 

0 

（0） 

1 名

（0.3％）

 

合計 

（性別） 

90 名 

（26.2％） 

253 名 

（73.8％） 

343 名

（100％）

 

 

3.2 喫煙状況 

学生全体の喫煙状況は，非喫煙者 97.1％，元喫煙

者 0.9％，喫煙者 2.0％であった．男性では，非喫

煙者 92.2％，元喫煙者 1.1％，喫煙者 6.7％，女性

では順に 98.8％，0.8％，0.4％であった（図 1）． 

 

図 1 学生の喫煙状況 

学生全体及び性別における非喫煙者，元喫煙者，

喫煙者の割合を示す． 

 

3.3 家族の喫煙状況 

家族に喫煙者がいる学生は 279 名（81.3％）であ

った（図 2）．家族の喫煙者の内訳は，父 81.4％，

祖父 56.3％，兄弟・姉妹 17.6％，祖母 11.5％，母

1.4％，夫 0.4％，妻と子供は 0％であった（図 3）． 

 

 
図 2 家族の喫煙状況 

家族の中に喫煙者が存在する学生の割合を示す． 

 

 

図 3 家族別喫煙率 

家族に喫煙者がいる学生279名における喫煙者家

族別の割合を示す． 
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3.4 周囲に喫煙者がいる場合の心情 

 周囲に喫煙者がいる場合，非喫煙者は「嫌悪感」，

「近づきたくない」，「煙たい」と思うのが順に

62.8％，53.5％，25.5％に対し，喫煙者はすべて 0％

であった．また，喫煙者は「自分も吸いたい」，「心

地よい」と思うのがそれぞれ 57.1％，28.6％に対し，

非喫煙者はそれぞれ 0.9％，0.6％であった．元喫煙

者は「自分も吸いたい」と思うのは 33.3％いる一方，

「何も思わない」と思うのが66.7％であった（図4）． 

 

 

図 4 周囲に喫煙者がいる場合の心情 

周囲に喫煙者がいる場合の心情を，非喫煙者，元

喫煙者，喫煙者別に示す． 

 

3.5 公共施設での分煙 

 公共施設において，非喫煙者は「全面禁煙」がよ

いと思うのが 51.7％に対し，喫煙者は 14.3％であ

った．また，喫煙者は「分煙」がよいと思うのが 

57.1％に対し，非喫煙者は 42.0％であった（図 5）． 

 

 

図 5 公共施設での分煙 

公共施設での分煙について，非喫煙者，元喫煙者，

喫煙者別に示す． 

3.6 副流煙の影響 

 副流煙の影響について，非喫煙者が「家族に喫煙

者がいるため受けている」あるいは「会社に喫煙者

がいるため受けている」と思うのがそれぞれ 30.6％，

5.1％，「多分受けていない」あるいは「全く受けて

いない」と思うのがそれぞれ 33.6％，30.6％であり，

非喫煙者の 64.2％は副流煙の影響は受けていない

と思っていた．また，喫煙者は自分が吸っているに

も関わらず，副流煙の影響について「自分が吸って

いるので受けている」と思うのが 57.1％，「家族に

喫煙者がいるため受けている」，「会社に喫煙者がい

るため受けている」と思うのはどちらも 14.3％，「多

分受けていない」と思うのが 14.3％であった．元喫

煙者は以前吸っていたため「自分が吸っているので

受けている」と思うのが 33.3％，「全く受けていな

い」と思うのは 66.7％であった（図 6）． 

 

 

図 6 副流煙の影響 

副流煙の影響の有無について，非喫煙者，元喫煙

者，喫煙者別に示す． 

 

 

3.7 喫煙と健康被害 

喫煙による健康被害について，全体の理解度は肺

がん 98.8％，歯周病 53.4％，睡眠障害 53.1％，妊

娠障害 46.6％，肺気腫 44.3％，心臓病 41.7％，脳

卒中 20.1％，認知症 17.5％であった．肺がんに対

する理解度は非喫煙者 99.1％，元喫煙者 100％，喫

煙者 85.7％であるが，同じ肺疾患である肺気腫では

順に 56.5％，0％，42.9％であった（図 7）． 
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3.8 喫煙防止教育 

 喫煙防止・禁煙教育の未受講者は，全体 26.8％，

非喫煙者 31.2％，元喫煙者 0％，喫煙者 42.9％であ

り，全体の 73.2％は受講経験があった（図 8）． 

 

4.考察 

中国では 1986 年に全国的な義務教育の実施を定

めた「義務教育法」が制定・施行され，その中に健

康教育を行うことを規定していたが，必ず実行しな

ければならない，全国統一した拘束力を持つ基準と 

 

 

 

 

 

はいえないため，健康教育の実施率には地域格差が

あった(8)．2002 年より北京市健康促進学校審査基準

という健康促進学校に指定される基準が示され，望

まれる健康教育やヘルスプロモーションを行う際

の目標となっており，この中に禁煙教育が含まれて

いる(8)． 

今回の調査では，学生全体の喫煙率は 2.0％（男

性 6.7％，女性 0.4％）であり，中国での 2012 年の

喫煙率 25.5％（男性 49.0％，女性 2.0％）よりも低

かった．また，家族に喫煙者がいる学生は 81.3％で，

0.0
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小学校 中学校 高校 大学 職場 セミナー その他 未受講
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図8 喫煙防止・禁煙教育受講率

非喫煙者 元喫煙者 喫煙者 全体

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
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図7 喫煙が影響する疾患

非喫煙者 元喫煙者 喫煙者 全体

喫煙が影響する疾患の理解度について，非喫煙者，元喫煙者，喫煙者

別に示す． 

喫煙防止・禁煙教育の受講率について，非喫煙者，元喫煙者，喫煙者別

に示す． 
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その内訳は父 81.4％，祖父 56.3％と男性の割合が

高く，学生，家族ともに男性の喫煙者が多かった．

中国での本格的な喫煙防止・禁煙教育はおそらく

2002 年頃からと思われる．そのため教育を受けてい

ない家族，特に年配の男性の喫煙率が高く，教育を

一度でも受講したことがある学生は 73.2％である

ため，学生の喫煙率が低かったと考えられる． 

周囲に喫煙者いる場合の心情では，非喫煙者は嫌

悪感，近づきたくない，煙たいと思っているが，公

共施設での全面禁煙がよいと思うのは約半数であ

った．このことは，大学などの公共施設内では分煙

が行われているため，周囲に喫煙者がいる機会が少

なく，非喫煙者の 64.2％が副流煙の影響は受けてい

ないと感じているためと思われる． 

 喫煙による健康被害については，非喫煙者，元喫

煙者，喫煙者とも肺がんに対する理解度は 99.1％，

100％，85.7％と高かったが，同じ肺疾患である肺

気腫では順に 56.5％，0％，42.9％と低かった．ま

た，脳疾患である脳卒中，認知症においては全体の

理解度はそれぞれ 20.1％，17.5％と他の疾患と比較

して低かった．今回調査を行った学生は，日本の薬

学部（4 年制）に相当する学生ではあるが，必修・

選択ともに化学系の開講科目が多く，疾患などの臨

床系の科目がない．このため，全体的に喫煙が危険

因子となる疾患の理解度が低かったと思われる． 

 

5.おわりに 

今回の調査は，中国のごく一部の大学生を対象と

した調査ではあるが，学生の喫煙率は中国全体より

も低く，73.2％の学生が喫煙防止・禁煙教育を受け

ていたことから，この教育の効果は少しずつ表れ始

めているのではないかと考えられ，喫煙防止・禁煙

教育の重要性が示唆された． 

中国では様々な禁煙対策や受動喫煙防止対策を

行っているにも関わらず，あまり効果的な抑制成果

が表れていない．なぜなら喫煙規制に関する単独の

法律はない(9)からであると思われる． 

最近，日本においても東京オリンピックに向けて

受動喫煙防止法について議論されている．中国の例

からも先ずは法律で規制し，喫煙防止・禁煙教育を

継続して行うことが重要であると考えられる． 
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